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1984 年 9 月 国連工業開発機関（UNIDO）本部専門職員 (Area Programme Officer)
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2017 年 9 月 ISFJ 西日本中間報告会審査委員
2020 年 10 月～ Reviewer/Advisory Board of ʻJournal of World Trade Studies,ʼ Gadjah 

Mada University, Indonesia.
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研究業績一覧

著書（単著）

『「新」国際金融システムの課題 ─ 迫られる IMFの「構造改革」─』，東京経済情報出版，2008

年 6 月

『IMF（国際通貨基金）─ 使命と誤算』，中央公論新社，2009 年 11 月

『資本規制の経済学 Economics of Capital Controls』，日本評論社，2012 年 9 月

『IMFと新国際金融体制』，日本経済評論社，2016 年 8 月

著書（共著）

「移行経済期における IMF経済プログラム」（第 7章），「IMF経済プログラムの問題点と根本

的欠陥」（第 8章），『市場経済下の苦悩と希望─21 世紀における課題』（今井正幸，和田正武，

森彰夫 編著），彩流社，2008 年 2 月

「グローバル経済・市場の信用とリスク評価」（第 6章），『グローバル社会における信用と信頼

のネットワーク：組織と地域, オクシデント編』（高橋基泰，松井隆幸，山口由等ほか編著），

明石書店，2008 年 3 月

Capital Market and Rating Agencies in Asia: Structuring a Credit Risk Rating Model (Ch.4 

India & Ch.7 Pakistan), Yoshitaka Kurosawa ed. , Nova Science Publishers, 2012 年 9 月

論文・著作（単著）

「アジアの民営化」，『財界観測』56 巻 11 号，1991 年 11 月

「最近の対アジア直接投資─日系電機・電子企業を中心として」，『財界観測』58 巻 11 号，

1993 年 11 月

“The Recent Changes in Foreign Direct Investent Strategies of Japanese Firms in 

Electronics / Electrical Machinery Industries in Asia,” East Asian Economic Pewrspectives, 

International Centre for the Study of East Asian Development Vol.5 No.2, 1994 年 6 月

“ʻEpoch-Makingʼ Indonesian Deregulation of Foreign Investment: Recent Measures and 

Outlook,” Nomura Asia Focus Nomura Research Institute, Aug/ Sep 1994, 1994 年 7 月

「日本からみたインドネシアの投資環境」，『月報』シンガポール日本商工会議所，pp.1-9，

1994 年 11 月

「インド金融資本市場の改革と展望」，『野村アジア情報』，1994 年 11 月号，1994 年 11 月

“Reforms and Prospects in the Financial and Capital Markets in India,” Nomura Asia 
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Focus Nomura Research Institute, Dec.ʼ94/ Jan.ʼ95, 1994 年 12 月

“Accelerating Economic Reforms in India,” Nomura Research Institute Singapore, 1995 年

1 月

“Vietnam as a Member of the ASEAN: Comparison of the Investment Climate in Vietnam 

and the ASEAN Countries,” Nomura Asia Focus, Nomura Research Institute, Apr/ May 

1995, 1995 年 4 月

「急速に改善進むフィリピンの投資環境：見直される ASEANのニューフロンティア」，

Nomura Search, 野村総合研究所，Sept. 1995，1995 年 9 月

“The Impact of the ʻHyper Yenʼ on the Asian Business Strategies of Japanese Companies,” 

Nomura Asian Perspectives, Nomura Research Institute, Vol.12 No.3, 1995 年 10 月

「カントリー・レポート：トルコ共和国」，野村総合研究所証券調査レポート『カントリーリス

ク』，No.95-3，1995 年 11 月

「欧州経済─東欧・南欧 :堅調な成長を見込む東欧・南欧（1996 年経済見通し）」，『財界観測』

61 巻 1 号，1996 年 1 月

「カントリー・レポート：ブルガリア共和国」，野村総合研究所証券調査レポート『カントリー

リスク』，No.96-6，1996 年 3 月

「カントリー・レポート：ルーマニア」，野村総合研究所証券調査レポート『カントリーリスク』，

No.96-8，1996 年 4 月

「トルコ：アジアと欧州の架け橋─地の利を活かした近代化─」，『野村アジア &グローバル情

報』，1996 年 5 月号，1996 年 5 月

「見直される中欧諸国─半世紀ぶりの国際経済への復帰─」，『野村アジア &グローバル情報』，

1996 年 7 月号，1996 年 7 月

「欧州経済 -2-東欧・南欧経済（1996 年年央経済見通し〔含 経済予測要約表〕）」，『財界観測』

61 巻 7 号，1996 年 7 月

「カントリー・レポート：バルト 3国」，野村総合研究所証券調査レポート『カントリーリスク』，

No.96-18，1996 年 9 月

「カントリー・レポート：ロシア連邦」，野村総合研究所証券調査レポート『カントリーリスク』，

No.96-21，1996 年 11 月

「欧州エマージング経済（1997 年経済見通し）」，『財界観測』62 巻 1 号，1997 年 1 月

「カントリー・レポート：スロベニア共和国」，野村総合研究所証券調査レポート『カントリー

リスク』，No.97-5，1997 年 2 月

「カントリー・レポート：クロアチア共和国」，野村総合研究所証券調査レポート『カントリー

リスク』，No.97-9，1997 年 3 月
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「転換期に来たロシア経済」，『野村アジア &グローバル情報』，1997 年 3 月号，1997 年 3 月

「カントリー・レポート：イスラエル」，野村総合研究所『カントリーリスク』，No.97-12，

1997 年 5 月

「欧州エマージング経済（1997 年年央経済見通し〔含 経済予測要約表〕）」，『財界観測』62 巻 7

号，1997 年 7 月

“Japanese Companies in Central and Eastern Europe: Relocating Operation Bases in 

Europe,” Nomura Asia Focus, Nomura Research Institute, Summer 1997, 1997 年 7 月

「カントリー・レポート：ウクライナ」，野村総合研究所『カントリーリスク』，No.97-17，

1997 年 8 月

「カントリー・レポート：中欧［チェコ・スロバキア・ハンガリー・ポーランド］」，野村総合

研究所『カントリーリスク』，No.97-25，1997 年 12 月

「ロシア金融市場の現状と見通し─「金融危機」を超えて─」，『野村アジア &グローバル情報』，

1998 年 3 月号，1998 年 3 月

「ロシアの金融・証券市場」，野村総合研究所『カントリーリスク』，No.98-8，1998年 5月

「ソブリン格付けの検証」，野村総合研究所『カントリーリスク』，No.98-10，1998 年 6月

「欧州エマージング経済（1998 年年央経済見通し）」，『財界観測』63 巻 7 号，1998 年 7 月

「中央アジアの現状と展望─望まれる産業構造の高度化─」，『野村アジア &グローバル情報』，

1998 年 7 月号，1998 年 7 月

「投資環境の評価と主要プロジェクト─進む 7資源開発とインフラ整備─」，『野村アジア &グ

ローバル情報』，1998 年 7 月号，1998 年 7 月

「IMF処方箋の検証」，野村総合研究所『カントリーリスク』，No.98-13，1998 年 8 月

“Profile of Central Asian Republics and Economics Outlook : Industrial Modernisation 

needed,” Nomura Asia Focus Nomura Research Institute, Summer 1998, 1998 年 8 月

“Verifying the IMF Prescription: Suggested improvements to the International Financial 

Assistance Policy,” Nomura Asia Focus, Nomura Research Institute, Autumn 1999, 1998

年 11 月

“Application of the IMF Prescription throughout the World,” Nomura Asia Focus, Nomura 

Research Institute, Autumn 2000, 1998 年 11 月

「カントリーレポート：バルト 3国（エストニア , ラトビア , リトアニア）」，野村総合研究所『カ

ントリーリスク』，No.99-6，1999 年 4 月

「通貨危機と今後の国際金融システム」，野村総合研究所『カントリーリスク』，No.99-11，

1999 年 6 月

「通貨危機と今後の国際金融システム」，『国際金融』1031 号，1999 年 9 月
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「ソブリン・レーティングに関する考察」，野村総合研究所『カントリーリスク』，No.99-20，

1999 年 11 月

「WTOの課題と展望」，野村総合研究所『カントリーリスク』，No.99-22，1999 年 12 月

「移行経済 10 年の検証：経済構造改革の評価」，「中・東欧諸国の EU加盟と経済構造改革の評

価に関する調査研究」第 2章　国際貿易投資研究所，2000 年 3 月

「アルゼンチン：21 世紀に向けての新政権の課題」，野村総合研究所『カントリーリスク』，

No.2000-6，2000 年 4 月

「ルーブル切り下げ後のロシア情勢と今後の見通し」，野村総合研究所『カントリーリスク』，

No.2000-7，2000 年 4 月

「信用度評価：トルコ共和国」，野村総合研究所『カントリーリスク』，No.2000-8，2000 年 4

月

「EUの中・東欧拡大の意義とビジネスチャンス─強まる EU向け生産基地としての役割」，

『ジェトロセンサー』50 巻 598 号，2000 年 9 月

「トルコ：正念場を迎える経済構造改革」，野村総合研究所『カントリーリスク』，No.2000-

18，2000 年 10 月

「代わるケーラー新体制下の IMF」，野村総合研究所『カントリーリスク』，No.2000-21，2000

年 12 月

「アルゼンチン：国際金融支援後の経済」，野村総合研究所『カントリーリスク』，No.2001-1，

2001 年 1 月

「通貨危機の背景と今後の為替制度─IMF主導の通貨政策の失敗─」，野村総合研究所『カント

リーリスク』，No.2001-8，2001 年 7 月

「南米─アルゼンチン危機は深刻 IMF：前倒し支援でしのげるか」，『エコノミスト』79巻 36号，

2001 年 8 月

「IMF「国家債務の再構築」案の概要─IMF改革の試金石─」，『野村アジア &グローバル情報』，

2002 年 1 月，2002 年 1 月

“Currency crises and the future of the international currency regimes: The failure of the 

International Monetary Fundʼs currency policies,” Nomura Asia & Global Focus, Nomura 

Research Institute, 2002 No.1, 2002 年 2 月

「IMF・世銀の分析フレームワークと経済プログラム─必要とされる「現実的」分析モデル」，

『愛媛経済論集』24 巻 3 号，2005 年 10 月

「IMFの経済プログラムと今後の課題 (1)必要とされる分析フレームワークの見直し」，『国際

金融』1158 号，2006 年 1 月

「IMFの経済プログラムと今後の課題 (2)必要とされる分析フレームワークの見直し」，『国際
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金融』1159 号，2006 年 2 月

「望まれる IMF『改革』路線の根本的見直し─独立評価局（IEO）の活動と今後の「真の」改

革に向けて─」，『愛媛経済論集』 25 巻 1 号，2006 年 2 月

「最近の IMF・世界銀行の『改革』と課題 ─ 必要とされるブレトンウッズ機関の本質的な見直

し」，『愛媛大学法文学部論集　総合政策学科編』20 巻，2006 年 2 月

「資本取引・金融自由化と経済発展─新しい成長のパラダイム─」，『愛媛経済論集』25 巻 2・3 号，

2006 年 8 月

「米国『双子の赤字』の維持可能性─世界の貯蓄・投資バランスの不均衡─」，『愛媛大学法文

学部論集　総合政策学科編』21 巻，2006 年 9 月

「国際不均衡と米国経常赤字」，『愛媛経済論集』26 巻 1 号，2006 年 11 月

「資本取引・金融自由化と安定的経済発展」，『愛媛大学法文学部論集　総合政策学科編』22 巻，

2007 年 3 月

「資本取引・金融自由化と安定的経済発展」，『経済セミナー』627 号，2007 年 6 月

「グローバル経済・市場の信用とリスク」，『愛媛経済論集』26 巻 2 号，2007 年 7 月

「ブレトンウッズ機関の課題と展望─苦悩する IMFと迫られる根本的見直し─」，『愛媛経済論

集』 26 巻 3 号，2007 年 8 月

「所得格差および税制と経済成長─中長期的影響：分配なくして成長なし─」，『愛媛大学法文

学部論集　総合政策学科編』23 巻，2007 年 9 月

“Capital / Financial Liberalization and Economic Development,” The Bulletin of the Faculty 

of Law and Letters Comprehensive Policy Making Vol.24, 2008 年 2 月

「資本流入と国内貯蓄・投資比率─解決された F-H paradox─」，『愛媛経済論集』27 巻 1 号，

2008 年 3 月

「IMF改革論の行方：米・欧・新興国の利害対立で紛糾も（金融崩壊─第 2波）」，『エコノミ

スト』86 巻 67 号，2008 年 12 月

「グローバル経済・市場の根本的変化─金融危機を超えて─」，『愛媛大学法文学部論集　総合

政策学科編』26 巻，2009 年 2 月

「最近の世界金融危機と新興国経済の変化─何がアジア危機と異なっているのか」，『国際比較

研究』5号，2009 年

「資本流入と成長率，国内貯蓄・投資比率─急速に変化する新興国における影響」，『季刊政策

分析』4巻 1・2号，2009 年 3 月

「中東欧における通貨・為替制度と資本自由化─IMFプログラムとアジアとの比較─」，『愛媛

経済論集』29 巻 1 号，2009 年 12 月

「欧州移行諸国における金融危機の影響：IMF支援と資本自由化」，『比較経済研究』47 巻 1 号，
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2010 年 1 月

「IMF「改革」の現状と課題─欧州・アジア危機比較の観点から─」，『愛媛大学法文学部論集　

総合政策学科編』28 巻，2010 年 2 月

“Effectiveness of Capital Controls in Asia: India and China as successful cases for capital 

account liberalization,” Working Paper Series No.17, Center for China and Asian Studies, 

College of Economics, Nihon University 2010 年 2 月

“Effectiveness of Capital Controls on the Economies in Indonesia and Malaysia,” Working 

Paper Series No.18, Center for China and Asian Studies, College of Economics, Nihon 

University 2010 年 2 月

「アジアの金融・資本規制の有効性に関する考察─インドと中国の経験─」，『愛媛大学法文学部

論集　総合政策学科編』30 巻，2011 年 2 月

「インドの資本自由化と規制─金融市場における有効性─」，『愛媛経済論集』30 巻 1・2・3 号，

2011 年 3 月

「インドネシアの資本自由化と規制─実体経済と金融市場における有効性─」，『愛媛経済論集』

32 巻 1 号，2012 年 9 月

「ラテンアメリカの資本自由化と規制─アルゼンチンとチリの経験─」，『愛媛大学法文学部論集　

総合政策学科編』33 巻，2012 年 9 月

「資本流入と経済成長─インドの資本規制政策を中心に─」，『国際開発研究』21 巻 1・2 号，

2012 年 11 月

「日本の金融政策と資本流出入の影響─無力化する国内金融政策─」，『立命館国際研究』26 巻 2

号，2013 年 10 月

“Impact of Increasing Capital Flows on the Real Economy and Financial Markets in Japan: 

Ineffectiveness of Monetary Pollicy Instruments,” Ritsumeikan Annual Review of 

International Studies Vol.12, 2013 年 12 月

“Evaluation of Monetary Easing Policy in Japan:Integration between the US and Japanese 

Markets,” Working Paper Series IR2014-3, The International Stdies Association of Ritsumeikan 

University, 2014 年 9 月

「所得再分配と経済成長：累進性強化に伴う景気回復への道」，『立命館国際研究』27 巻 3 号，

2015 年 2 月

「国際資本移動拡大と F-H Puzzle ─安定成長に向けた課題─」，『立命館国際研究』28 巻 1 号，

2015 年 6 月

「先進国金融政策の新興国への影響─国際資本移動に伴うリスクと規制の課題─」，『立命館国際

研究』28 巻 2 号，2015 年 10 月
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“The Effects of International Capital Flows on Domestic Savings, Investment and Growth: 

Facts on ʻF-H Puzzleʼ in OECD and Emerging Economie,” Ritsumeikan Annaual Review 

of International Studies Vol.14, 2015 年 12 月

「先進国金融政策の新興国への影響─国際資本移動に伴うリスクと規制の課題─」，『国際経済』

67 巻，2016 年 10 月

「先進国の金融緩和策：世界市場・経済への影響」，『月刊金融ジャーナル』57 巻 11 号，2016

年 11 月

“Evaluation of the Effects of Capital Inflows on the Real Economy and Monetary/Financial 

Sector in Indonesia: Lessons from the Post-IMF Policy Reform on Capital Account 

Management and Controls,” Ritsumeikan Annual Review of International Studies Vol.15, 

2016 年 12 月

“Economic Growth through Distribution of Income in Japan: Road to Stable Economic 

Growth with Progressive Income Tax System,” 『立命館国際研究』30 巻 1 号，2017 年 6 月

“Why the monetary easing under ʻAbenomicsʼ has been ineffective in recovery of the 

Japanese economy?: Integration of the markets between the US and Japan,” 

Ritsumeikan Annual Review of International Studies Vol.16, 2017 年 12 月

「日銀金融緩和政策の中国・香港市場 /経済への影響」，『立命館国際研究』31 巻 1 号，2018 年

6 月

“The Effects of International Capital Flows on Domestic Savings, Investment and Growth: 

Changes in the ʻF-H Puzzleʼ in Emerging Economies,” Working Paper Series IR2018-3, 

The International Association of Ritsumeikan University, 2018 年 12 月

“New Facts on the ʻF-H Puzzleʼ in OECD countries: The Effects of International Capital 

Flows on Domestic Savings, Investment and Growth,” Paper for Japan Society for 

Monetary Economics, 2019 Spring Meeting, 2019 年 5 月

「世界金融危機後における日本銀行の金融緩和政策の再評価」，『立命館国際研究』32 巻 2 号，

2019 年 10 月

“Re-evaluation of Bank of Japanʼs Monetary Easing Policy after the Global Financial 

Crisis,” Rtisumeikan Annual Review of Intrnational Studies Vol.18, 2019 年 12 月
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